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高等教育の学費と少子化傾向の相関関係について

1 .序

日本はこの30年間、年を経るにつれて少子化

頚向が進行し、今や合計詩殊出産率は1.32(2006 

年)にまで抵下してしまったc 日本政府iまこの

傾向を深刻に受け止め、少子・高齢化社会の進

行を緩和するためにも、出産手当の増額や保育

所・幼稚匿の一元化など種々の手だてを講じて

いる 5 しかしながら、高等教育の学費高麗が少

子化額向に拍車を掛けているという視点は乏し

いであろう。それは例えば、国立大学法人運営

交付金や私立大学への公費補助を減額し続けて

いる点からも明らかである 3 封務省や文部科学

省の見解では、高等教育を受けることによって

大学等卒業後の生涯賃金が増えるのであるから、

それに応じた学費負担は合理的であるという

「受益者負担論」を後ろ盾としている=このよう

な受益者負担論によって、国際的水準から比較

して異様に高い学生・保護者の学費員担と、低

い公費負担率を正当化しようとしている c この

小論は、高等教育の学費と少子化の相関関係を

明らかにして問題提起としたいa

本語究の目的は、少子化傾向と高等教育学費に

相関関係があることを現時点での国際比較によっ

て立証することであるc 日本と同様高等教育高学

費・少子化領向は韓国やイタリア、スペインなど

でも顕著である。 他方で高等教育を無噴で雑持す

ることにより、少子化傾向に歯止めを掛けたり総

体的に高い水準で官まっている例として、フラン

角間賢一

スやスウェーデンなどが挙げられるむ本研究で誌

高等教育の学費と、合計特殊出産率に代表される

少子化傾向の梧関関孫を統計的に明らかにする。

基礎となる資料に辻、経済協力関発機講 (OECD)

が発行している諸謹の続計、高等教育政策研究所

が独自に集計した主要毘の指壊などを用いる G

上述の研究巨的を達するために、基礎となる指

標を数植化する邑大別すれば、少子化額向を示す

と考えられる合計特殊出産率と、高等教育に要す

る学費・教育全体に対する公財政支出の比率、奨

学金制度の充実震などであるc 経済協力開発機講

詔盟国の統計を用いれば、世界の主要30筈国分の

数値が得られる。また、高等教育政策研究所は主

要因(ベルギーのみ 2地域の統計を糞出) 16程変

を強自に指標化している。これら 2種類の指標を、

統計学の手法によって相関関係が認められるか否

か検証するc

このようにして得られた一次資料による結論

を、{患の統計や論説などによって祷完・強化して

いく。呂的は、高等教育に要する学費が高額にな

っている国ほど少子化が進んでいる一ーすなわち

出生率が低い一一ーという棺関関係を立証すること

である。研究の主眼として辻、統計的手法に却し

て課題を追求していく点にある。

本研究で設定した課題が「高等教育に要する学

費と少子化傾向の相関関係jであり、謹めて社会

笠の強い性搭を有する。今回の課題追求において

は、事実関係を統計的に明らかにすることを主要

吉的にすると共に、本課題の持つ社会的性格につ
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いてはその重要性を一般書として出版などの形で

広く世論に訴えていきたいG

次に、研究の手法として統計学による指標の客

観化を図るという点においても社会科学研究所と

しての研究に適していると考えるむ客観的資料に

よって得られた指標を統計処理し、仮説の検証を

宥うという手法を採用する。この手法により、社

会科学の一分野として統計学を誌用するという位

置づけが明確となるであろう凸

この分野での先駆的或果として、来国・ワシン

トンとカナダ・トロントに本拠を量く高等教育政

策研究所が、主要先進国聞の高等教育に係る学費

等の比較を行っている (EducationalPolicy 

Institute: Global HigheγEducαtion Rαnkings， 

ペffoγdαbilityand Accessibility in Compα倒的
Perspective 200目。この資料については、最終節

で結論の比較を行う。

全体的に概観すると、高等教育に要する費用に

ついて客観的に検証するという機運はE本におい

てまだ乏しいと考えられる。国際的本準に誤らし

て、学生や保護者にとって経済的負担が重いとい

う議論は十分に世論を喚起していない。その点に

おいて本課題設定の意義を訴えたいc

2.各種統計

前節で述べたような目標を達するため、以下で

は各種統計を用いて国際詑較を行う c 比較の対象

とするのは経請協力開発機構 (OECD)30笛国に

加えて、問機構には未加盟ながら同種の統計が参

照できるチリ、イスラエルの 2笛国で忘るq 諸統

計から、一人当たり屋内総生産・出生率・ GDPデ

フレータ・国公立及び私立高等教育機関の年間学

妻など本研究に関連する指標を集計し、桔関係数

を算出するD

OECDはー名 f先進国クラブjとも称されるが、

「民主主義を麗慰とする30笛毘の先進諸国が集ま

るJと紹介されている(経済協力開発機構
(OECD)編、立田憂籍〈監訳)r図表で見る教育

OECDインデイケータ (2006年版)J東京:明石
書庖。 2ページ)。加盟30箇国のうち、国土の

97%がアジア側にあるトルコを含めて欧間以外は
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S笛菌に過ぎない。このように地域的偏りは大き

いが、統計が比較的揃っている点を加味して同書

を用いる 5

語盟国の中にはトルコのように、国民の所得水

準で他の諸冨に及ばない国や、チェコ、ス 2バキ

ア、ポーランドのような!日共産主義諸国も含まれ

ているむこれら言者自においてはインフレーション

が激烈であり、他の加盟国と辻異質な経靖国であ

るという外観を呈しているo

次ページに、 32笹田を対象とした諸統計を挙げ

るc 対象国のうち、ベルギーは北部・フラマン語

地域 (iFLJと表示)と南部・フランス語地域

(iFRJと表示)に分かれて集計されている統計

がある。これに従い、ベルギーは部分的に 2地域

に表示するc 空構となっているのは、当該統計が

未集計であることを示す。各項目についての説明

や分析は、表の後に加える。統計の出典は、出生

率のみが f最新世界各国要覧jであり、他は
rOECDインデイケータiである。
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毘立 私立 国立 私立 加重

Country 率 率 額 客員 平均額 GDP 

Australia 99.9 0.1 5289 13420 5297 31100 

Austria 90 10 853 800 848 30797 

Belgium FL 48.8 51.2 540 536 538 30089 

Belgium FR 34.2 65.8 658 751 719 30089 

Canada 3267 30403 

I Czech 95 5 G 3449 172 17284 

Denmark 99.7 0.3 G 9 30677 

Finland 87 13 。 G 。28334 
France 90 10 309 4258 704 28373 

Germany 27619 

Greece 20479 

Hungary 88.3 11.7 351 991 426 15112 

Iceland 87 13 01 3000 390 30774 

Ilreland 34171 

Italy ヨ3.7 6.3 983 3992 1173 26561 
Japan 24.9 75.1 3747 5795 5285 28071 

Korea 22.3 77.7 3623 6953 6210 19317 

Luxembourg 55571 

Mexico 66.1 33.9 9585 

Netherlands 9 100 G 1565 1565 317ヨ2
New Zealand 98.1 下9 2538 3075 2548 23551 

Norway 88 12 。5250 630 37237 
Poland 11583 

Portugal 72.1 27.9 868 3803 1687 17617 

Slovak 99.3 ロ.7 。 0113114 

Spain 87.4 12.6 801 700 24812 

Sweden 93.3 も.7 G 9 01 29522 

Switzerland 95 5 849 807 33217 

Turkey 100 。274 10532 274 6762 
UK G 100 G 1794 1794 29609 

United States 69.2 30.8 4587 17777 8650 37510 

Chile 30.1 69.1 3845 3822 3798 11696 

Isarael 11.1 88.9 2300 2442 2426 23019 

平均 し69.3 30.7 1322 4273 1794 25923 

以下、個々の項目について説明を加え簡単な頚

位付けなどを施すむ

.冨立率

大学型の高等教育機関在学生のうち、国公立大

学等が占める比率であるむこの比率は当然のこと

ながら、次項目の私立接関比率と相補分布をなす。

郎ち大陸欧州諸国のように、原期として大学型の

高等教育機関は国立である場合と、日本や韓国の

ように私立教育機関が過半数を占める諸国とに大

きく区分される c 大陸欧州諸国では、フラマン

語・フランス語再地域ともに私立が過芋を占める

学費 公的補 GDP政 高等 出生 教青費 インフ

上七% 動。/。 府支出 進学 率 GDP% レ率%

17.0 0.11 31 1.7 1.1 19.95 

2.8 0.05 50.6 18 1.28 1.3 8.38 

1.8 0.10 51.1 30 1.66 1.3 11.93 

2.4 0.10 51.1 30 1.66 1.3 11.93 

38 45 1.48 1.7 14.41 

1.0 0.15 53.5 12 1.16 0.9 50盈83

0.0 0.69 55.2 32 1.77 2.5 17.31 

0.0 0.13 50.8 34 1.73 2.1 12.64 

2.5 0.12 53.6 24 1.89 1.2 10.49 

0.15 48.4 25 1.35 1.2 4.8 

0.01 49.9 21 1.27 1.5 43.26 

2.8 0.21 17 1.2 1.2 141.87 

1.3 0.20 46.2 28 1.95 1.4 35.05 

0.14 28 1.9 1.1 40.17 

4.4 0.07 49 11 1.23 0.8 25.13 

18.8 0.01 34.2 37 1.32 0.6 -7.12 

32.1 0.06 30.9 30 1.41 0.6 28.07 

0.09 45.5 23 1.73 20.38 

0.21 24.3 16 2.5 1.0 181.46 

4.9 0.22 29 1.72 1.3 24.11 

10.8 0.35 29.9 25 2.01 1.6 17.03 

1.7 0.27 48.4 32 1.8 2.3 34.16 

0.02 16 1.26 1.1 81.11 

9.6 0.06 47.6 13 1.45 1.1 32.38 

0.06 39.2 12 1.28 0.9 53.34 

2.8 0.04 26 1.15 1.0 30.33 

0.0 0.30 58.2 35 1.64 2.2 11.13 

2.4 0.09 46.6 28 1.41 1.6 4.49 

4.1 0.02 9 2.43 1.2 3515.87 

6.1 0.01 43.4 29 1.6 1.1 22.82 

23.1 36.7 39 2.11 1.5 15.45 

32.5 0.01 20.2 13 2.35 0.5 55.65 

10.5 0.10 51.3 45 2.7 1.3 49 

6.9 0.13 44.4 26 1.67 1.3 

ベルギーを例外として、大学は国立であり授業料

は禁科であるc

@私立率

上述のように、大学型の高等教育機関を二分す

る場合に匡公立と私立は相補分布をなすむやや特

殊な設置形態として、イギリスについて触れてお

くむイギリスにおける大学は、霊史的経韓から私

立公営とでも分類すべき彰態である。ケンブリッ

ジ、オックスフォードをはじめとして各大学は国

立ではないが、運営資金は全額国産で負担されて

いる c オランダもこれに近いものと考えられる c
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大陸欧州諸国では概ね国立教育接闘が主体と考え

られる。上述のように、私立大学在学生が過半を

占めるベルギーは椀外的であるs

これら欧州諸国と、それ以外の患々では設量形

態による差が大きいむ特に日本と韓国は、学生数

の七割を私立大学が占める。またOECD未加盟で

あるチリとイスラエルも、七訴から八割の学生が

私立教育機関に学ぶという点で日本や韓国に近い。

@国立額

国公立高等教育機関の年需授業料を、各国の購

買力平信により米ドル表示した額である Oチェコ、

デンマーク、フィンランドのように ioJと表示
したのは、授業料が無料であることを示す。原資

料ではフランスが156~462 ドル、スイス566~

1132ドルと表示されていたので、集計のためには

算荷平均を採用した。

この指標では、日本の国公立大学授業料はオー

ストラリア・米国に次いで24富国中三番目という

高額で、あるむ OECD未加盟であるチリが日本より

高額であるが、これは冨公立大学と援も高額な授

業料を犠収していることを意味し、家計Lこ占める

授業料の比率が高く、進学率が抵いことに直結し

ている。

φ弘立額
大学型私立高等教育機関年陪授業料を、各匿の

購買力平錨により米ドル表示した額であるc フラ

ンスで500~8000 ドル、ノルウェーで4000~6500

ドル、 トルコで9303~ 1l961 ドルという表示は算

術平均を採期した。注自すべきは、スウェーデン

とフィンランド二笛冨においては私立大学におい

ても運営費を全額国庫が負担し、授業料が蕪科で

ある点である。

日本の私立大学授業料を比較すると、 OECD諸

国では米国・オーストラリア・韓国に次いで、第四

位で、「高学費jという傾向を裏付けているq

.加重平均額

設置者の別による学生数の多寡を反映させて平

均額を得るために、授業科の額を加重平均したも

のである。国によって、国公立と私立どちらに多
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くの学生が学ぶか差があるので、加重平均によっ

て国情を反映させている凸チワでは、原資料の自

公立÷私立合計が100にならないため、加重平均

しても正確な額に誌なっていない。加重平均によ

ると、日本は米国・韓国・オーストラリアに次い

で第四位である号

@一人当たり屋内総生産

2003年露年の米ドル建て購買力平価による一人

当たり国内誌生産 (GDP)である。購買力平値で

はなく名自額で表示すれば、物価水準が反映され

て対象菌関の格差はより大きく表されるであろう G

日本は28，071ドルで、 30笛国中17i立であるo 1 

i立のルクセンブルクは55，571ドルと日本の桔近い。
為替レートの影響を軽減するために購買力平価を

採用しているのであろうが、円安によって実態以

上に低く評倍されているような印象を受けるむ

他方で 1i立のルクセンブルクは、 2位の来国か
ら比較しても 5暫も上回っているが些か不可解で

ある。 2位以下の米関・ノルウェー・アイルラン

ドなどは3万ドル台であるから、 1位ルクセンブ

ルクの5.5万ドルというのは突出ぶりが不自然で

ある。

.学費比

一人当たり国内総生産に占める加重平均後の高

等教育機関年間授業料の比率である。この比率が

高ければ、家計に占める学費負担が重いことを示

すむこの指標は筆者が独自に考案した数値であるc

学費が無料である国では、この数値は当黙零と算

出される。逆に家計負担が重いのは、チワー韓

国一米昌一日本の頼である。これは、国内総生産

に占める致宥支出比率と相関係数が認められる c

即ち所謁「小さな政府jは、教育費をはじめとす

る財政出動に泊極的であり、教育費も家計負担が

重くなる傾向があるむ米国でさえ 2割台であるの

に、韓冒とチリではこの数値が3割台に達してい

る。日本はチワを除けば3位に位量する。集計が

揃って最も正確であろうと考えられる23笛国統計

ではこの平均値は6.3%であり、百本はこの 3倍の

水準であるc
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.公的補助

rOECD1ンデイケータj247ページで集計され

ている統計で、初等・中等・中等後教育において

国内総生産に占める私的部門禎助の比率であるむ

これは教育機関への車接支出一一百本で辻、私学

に対する公封政支出による補助金が該当するであ

ろう一一と相補分布をなす。具体的には、家計や

学生に対する給与・貸与が主である。家計への補

助であるがゆえに私学への機関補現とは相補う関

係にあるが、ある意味で高等教育への公討政支出

比率と同様の側面を持っと言えるc

+GDP政府支出

国内総生産に占める政府支出の辻率であるc こ

の数笹が大きければ所謂「大きな致宥jであり、

高福社高負担社会を意味する。北欧藷国はこの数

笹がいずれも50を超えており、福祉大屋面呂躍賠

たる所以である c 教育や医療においては当事者の

負担が小さいが、その分を社会全体が支えるとい

う側面が強くなるむ逆にこの数値が40を切ると

「小さい設府」と分類されるであろうむ日本は米国

をも下回り、 OECD加盟国中ではメキシコ・ニュー

ジーランド・韓匡に次いで低位から 4番吾であるc

日本は土木工事など合共事業の比重が高い反面で

教育に対する支出はOECD平均に比べても半分に達

せず、国の予算使途について再考の余地があるつ

+高等進学

rOECDインデイケータj39ページの表にある、

「高等教青の学竪取持率」である。「非大学型高等

教育と、大学型高等教育及び上級研究学金プEグ

ラムの年代剖学室取得率Jと説明されている c こ
こでは、全高等教育の25~64歳という階層から数

字を引用したむ一般に言友される「大学進学率j

より低い数{童である。

@出生率

合計特殊出産率であるc 統計辻2003年時点であ

るが、 2を上回っているのはメキシコ・トルコ・

米国・ニュージーランドの 4国のみである。合計

特殊出産率が2.08以上になれば人口は自然増とな

るむ従ってこれら四菌国は人口が現状を維持する

か、自然増が期待できる水準である。残る26箇国

は、1.5以上とそれ未溝に大関するのが妥当であ

ろう o 2を下回れば将来的に人口減となるが、

1.5以下となれば少子・高齢化が急速に進行して

社会的に深刻な開題が多くなる 3 成熟社会と考え

られる北歌諸国では、手厚い社会福祉が奏功して

工7前後と比較的良好な出生率を示している c

争教育費GDP比

高等教育に関するOECDの諸指標で、日本で最

も引用される屈数の多いのが公財政支出の国民総

生産比であろう。日本政府が高等教育に対して支

出する文教予算の貧国さを指摘する場合には必ず

言及される指標である c 統計では、 OECD平均が

1.3%に対して日本は0.6%で、韓匿と並んで最下

位であるョ日本と韓国が隣国同士で最下位を争う

この傾向は近年定着してしまっている。最高はデ

ンマークの2.5%で以下、ノルウェー (2.3%)、ス

ウェーデン (2.2%)、フィンランド (2.1%)と北

歌諸国が上位を独占している守

φインフレ率

1995年を100としたGDPデフレータを基準に覧出

した汀インデイケータj434ページ人物画変動を

大きく反映させるため基準を100とした指数ではな

く、変動率をパーセント表示したむ大半の国におい

ては年需物価変動率は数%であるから、これら諸国

の実情に合わせるためである。 日本i土、 1990年代以

舜に進行したデフレーションが影を落としているo

2003年時点、で、92.88と大幅な物価下落状況を表してい

るo 30笛田中唯一のデフレーションであるむこの間

に援やかな物価上昇を記録しているのは、ドイツ

(104.80)、スイス(104.49)、オーストリア (108.38)

という隣接ドイツ語圏3国である号これら 4笛国を

除く他の諸国は、少なくとも 8年間に 1割以上の物

価上昇を見ているc トルコ法この8年間に物語治宝36

告という天文学的上昇、メキシコとハンガリーも 2

告誌上というインフレーションで、あった。

φ総括

以上の諸装計について、以下で総括を試みるc

経済協力開発機構そのものが本誌をパワに置く
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という実態と関連しているものか、欧州中心とい

う色彩が濃い。加盟30箇司のうち、 22国までが歌

州諸国である。これら欧州諸国は、誌とんどが欧

州連合 (EU)加盟であるという点も特急の一つで、

あるs 欧州連合非加盟はスイス・ノルウェー・ア

イスランドの 3国であるむこれら 3国の一人当た

り国内総生産額はいずれも 3万ドルを上医り、欧

州連合加盟国の乎均水準より高いと推iJmされる。

しかし欧州連合加盟・非加盟を関わず欧州諸国

では、高等教育機関授業料詰公財政負担により低

く抑えられている口全体での援業料平均1槌4ドルと

いう額は、政策的にこのように低く抑えられてい

る諸国が多かったことを受けて、単純平均では相

対的に低位の水準である己援に人口を加味して加

重平均すれば、米国・日本・韓国など人口が大き

く高学費である諸国の影響を受け、数割は高額に

算出されるであろう Q

二極分化の傾向は、一人当たり国内総生産額に

占める学費比でより鮮明となる。この数字は統計

の揃っている23笛国平均で6.3%と算出されている

が、実態ではこの帯域 (6%台)に属するのは英

国のみである。

歌州諸国は2%以下、逆に韓国32%、未国23%、

日本1切信号と高率な国との開きが大きいc

3 .椙関係数

この篇では、前箆で得られた諸指標について栢

爵孫数を求める己担関係数は、完全会正の対応

を示す場合はし負の対応を示す場合は-1に

なる s 統計の性質上、桓関孫数が高く算出され

て当然という場合一一一例えば国内総生産に占め

る政府支出と、高等教育費の公財政支出が圏内

総生産に占める比率一一ーもあれば、意外な結果

を示すものもある。

次に示すのは上から頼に、 OECD加盟30笛国に

チワとイスラヱルを加えた分、チワとイスラエル

を絵いた30笛国、さらに統計に部分的不備のある

7笛国を除いた23笹田分の集計である O ま色対値が

0.5以上になる数値に絹掛けを擁したむ

集計対象留の異動によって多少の数値変化はあ

るものの、大丸の傾向は共通している。以下、簡

家計への GDP 品等教膏

部重平均額 GDP 学費比 公的補助 政府支出 進学率 出生率

GDP 0.23 

家計への公的補動 -0.26 0.17 -0.20 

GDP政府支出 -0.13， 0.30 -0.54 0.15 

昌等教育進学率 0.43 0.59 0.26 0.30 -0.07 

出生率 0.13 0.05 0.03 む.32 -0.36 0.12 

教育費GDP弘 -0.33 0.43 -0.37 0.69 0.43 0.44 0.27 

インフレ率 -0.14 ーな41 -0.03 -0.16 -0.45 -0.37 0.44 

OECD 

GDP 0.32 

家計への公的捕勤 -0.32 0.24 -0.28 

GDP政府支出 -{).59 0.45 ーな6$ 0.11 

高等教育進学率 0.41 立総 z 0.20 0.28 0.26 

出生率 0.19 -0.09 。22 0.22 -0.36 0.17 

教膏費GDP% -0.33 0.43 -0.43 0.69 0.43 0.44 0.27 

インフレ率 -0.20 -0.38 ーな07 -0.20 也0.43 -0.37 0.35 

23筈匡

GDP 0.23 

家計への公的補助 -0.26 0.26 -0.26 

GDP政荷支出 -0.73 0.22 一塁.n 0.27 

品等教育進学率 0.43 0.76 0.31 0.29 -0.13 

出生率 0.13 0.14 0.06 0.28 -0.08 0.26 

教膏費GDP% -0.33 0.45 -0.43 な74 0.46 0.42 0.42 

インフレ率 -0.14 -立56 -0.06 -0.18 -0.01 -0.41 '''0.52 

2007 No.38 
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単に毅括する。 率は1.89であったが、その数年後に2.01にまで毘

国内総生産に占める致府支出の多寡は、高等教 復した。この背景には、子どもの数が多くなるほ

育への財政出動額向に車結するようであるむつま

り、大きい政宥においては教育費への公爵政支出

比率が大きく、小さい政宥ではその逆となる c こ

れは営議的に当君主の関連であろうむ蓋し教育は、

医療と並んで菌や地方公共団体が責めを負う福社

事業であるG

担関係数では、授業料の加重平均額と一人当た

り国内総生産に占める学妻比率が負で絶対値が

0.7前後と算出されている D 家計への公的補助と

国内総生産に出める公財政支出の比率(教育費

GDP詑)も同様に、関連していることを示唆して

いるc この場合の家計への公民補助法高等教育に

関連した分野での指標であ号、二つの数値は0.69

から0.74と正の語関を示す。

次iこ、一人当たり国内総生産と高等教育への進

学率辻0.5台から0.7台という正の相関を示してい

る。言い換えま1ば、一人当たり国内殺生産が増え

て豊かになれば、子弟に高い教育を受けさせたい

という領舟が強まることになる司これも常識から

特断できる額向であると言える。

インフレーション率に関する指標も、常識と合

致した鎮向を示唆している o 23笛国分の集計で明

らかになっているが、 GDPデフレータの数値は一

人当た母屋内総生産そのものと負の相関があり、

出生率とは正の相関がある号つまり所得が増える

に従ってインフレーションは沈静化し、少子化へ

と歩みを進める。 23笛国分の集計においてのみ相

関孫数が0.5を超えているのは、インフレーショ

ン率と出生率双方にI3いて緊だ、って高い数値を示

すトルコの比重が総体的に高くなったためと考え

られるc

梧関語数は0.5にまで達しないが、この小論で

考察の対象としている少子化指標においては「小

さな政宥j指数と負の相関を確認することができ

る。 OECD平均で-0.36と、中程度の関連を示唆し

ているむ少子化額向は、韓国やB本のように福祉

に国が関与する姿勢に乏しい国において顕著であ

る司逆に北欧諸国のように高福桂高負担を標務す

る場合は、出生率が1.7前後で留まっている額向

があるc フランスは2003年時点での合計特殊出産

ど所得税で擾遇される説鰐が作吊している(註)。

このように留々の国について事情を勘案していっ

ても、少子化については国の政策が関与している

頬向が明白である 9

4.結び

以上のように、少子北と高等教育に関連して

種々指標を集計し龍単な分析を施した色当初目標

としたのは、高等教育学費と少子化傾向の相関関

係を明らかiこすることであった。経済協力開発機

構加豊田を中心として比較した結果、両者には栢

関関採が認められたc また高等教育機関の授業料

と「大きな政宥・小さな政府J指数需に強い梧関
関係が認められるのは、関接的に学費と少子化の

関連を裏付けているとも言えるc

最援に高等教育政策研究所が行った国緊比較に

ついて、上達の分析と結果を対照してみる

(Education Policy Institute， Global Higheγ 

Educαtion Rαnkings: Affoγdαbility αnd 

Accessibility初 CompαγαtivePerspective 2005)。

この資料は全体は74ページという大部である

が、国民統計が16ページ分採諒されていることか

ら明らかなように、統計データの占める比率が高

"'0統計は、大別して 2種類あるc 学費の相関か

ら算出される「学費支弁指数jと、 f高等教育提

供震jであるc 前者は経済的観点からの高等教育

機会均等についての指標であり、学生や保護者が

学費を賠い易いかそうでないかを客観的に国際比

較することができる。後者は進学率・卒業率や学

生の男女比など、高等教育の中身に関する統計で

ある号この小論との関わりからは、前者の指標が

特iこ有用である口

「学費支弁指数jは、次のような要素を加味し

て糞定されている。指数算出の元となっているの

は、教育費10%、(生活費を含む)全経費10%、

教育費から学生一人当たりの奨学金を差しヲ|いた

額25%、全経費から税金控除分を差しヲ!いた額

15%、全経費から貸与・給付奨学金を差しヲiいた

額25%、教育費・生活費・奨学金・税金控除の合



18 社会科学研究年報

計15%、である。

このように指数を組み合わせた結果、国別の順

位辻次のように算出されているむ

1.スウェーデン

2.フィンランド

3.オランダ

4.ベルギー(オランダ語圏)

5.アイルランド

6.ベルギー(フランス語圏}

7.オーストリ 7

8.ドイツ

9.フランス

10.イタリア

11.カナダ

12.オーストラリア

13.米国

14.英国

15.ニュージーランド

16.自本

このように毅合評部において、日本は15笛国・

16地域〈ベルギーをフランス語圏とオランダ語塵

で刻々に算出している)の最下位である9 上位は

スウェーデン、フィンランド、オランダ、ベルギ

ー(オランダ語圏)、アイルランドなど比較的人

口の少ない欧州諸国で占められている c 米国は、

購買力王子価での一人当た与国内幸往生産では世界最

高水準でありながら、授業料と生活妻の高さによ

って下位に{立置している。それにも拘わらず総合

評価で日本よち上位にあるのは、奨学金制度が比

較的よく整備されているためである。

日本は、授業料と生活費の高さ、奨学金制震の

糞菌さいずれの指標においても対象国中最低水準

であり、総合穎位で最下位と評緬されているc 物

価の高さは、購買力平錨で晃た一人当たりGDPの

顕位に反映されていると考えられる。また奨学金

辻全て貸与制であり、国擦比較においては群を抜

いて低い評悟の原因となっている。オーストリ

ア・商ベルギー・フランス・アイルランド・イタ

リアが10加も給付制であるのと好対照であるむアメ

リカにおいても半分近くは給付制である。日本を

除く 15笛匡はいずれも教育先進国であり、高等教

育に国家が注力する姿勢や学費・奨学金政策な

ど、日本が手本として学ばなければならない面は

多いs

もう一つの指数 f高等教育提供震jも、複数の
指数を総合して算出されている。指数算出の元と

なっているりは、 4年制高等教育機関への進学率

25%、卒業率25%、平等性40%、男女比10%であ

2∞7 No.38 

る。この指数は、百本・ニュージーランドを除く

13醤国について比較されているむベルギーも一国

として処理されているc 頗位は以下のよう iこ算出

されているc

1.オランダ

2.フィンランド

3.英冨

4.米自

5.カナダ

6.オーストラワア

7.アイルランド

8.フランス

9.スウェーデン

10.イタリ 7

11.ドイツ

12.ベルギー

13.才一ストラワア

二つの指数の願位には一定程度の相関がある様

子が見て取れる。ここでの上泣200は学費支弁指

数でも 3位以内に入っているし、ドイツやフラン

スが両指数で中往に位置しているのも共通で、あ

る。この二撞類の比較において上位に評錨される

のは、経済的にも高等教育が身近であり、内容的

にも多様な学生を受け入れるように制度が整備さ

れている、という実態を表していると言えるであ

ろうむ

5本は高等教育提撰度について算定されていな

いが、学費支弁指数で最下位と評橿されたという

事実は深刻に受け止めねばなら会い D これは、

「学生や保護者にとって経済的負担が重く、国民

が等しく高等教育を受ける権利が保障されていな

いjという実態を示しているものであるむ「百本

の高等教育学費は世界的に高い、奨学金などの制

度も不十分jという主張を客観的に裏付ける統計

であるc

集計対象とした16笛国を見ると、韓国が含まれ

ていなし、このために日本が学費支弁指数におい

て最下位に位置付けられたと推測することができ

るs 韓国は日本と同じように、私立大学の辻重が

大きく高学費で志り、一人当たり国内量生生産額も

日本より低位に位置しているからである G
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註
読売新聞2008年 1丹3日朝刊の報道で、次のように紹

介されている。

註帯年収42，000ユーロ(1ユーロ=160円換算で約672

万円)のフランス家庭において、子どもが一人の年

に所得税が1500ユーロだったが、子どもが二人iこ増

えた年には840ユーロと半減したという。また優遇事j

変法所得税だけではなく住民説や不動産説にも適用

され、保育科にも補助制度がある。フランスの税制

では子どもの数が増えれば増えるほど、このように

覆遥される制震を採用している。このため、三人目、

白人目の子を産むという選択が志がり、出産率の上

昇に結実している。この記事の見出しは「子だくさ

ん税で優遇 3人呂 4人呂 産むフランス 所得税

迂ぽ半減/保育科大幅控除もjとなっている。
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